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序  文 
 

 日本の経産牛一頭当たりの年間泌乳量は年々増加し、現在は 10,000 kg を超える牛も増

えている。このように乳量が増加したのは、牛群改良による泌乳能力の向上と効率的な飼養

管理技術によるところが大きい。このような高能力の牛から安定的に生乳を生産するため

に、栄養価の高い飼料を中心に給与量が増えている。現在、乳牛からは年間約 2,200 万トン

の排せつ物が発生しているが、酪農家の戸数が減少する一方で、一戸当たりの飼養頭数は増

加しており、各農家が処理しなければならない量は増加している。このため、1990 年代に

は家畜排せつ物に由来する環境負荷物質が各経営体から排出され、環境問題となっていた。

そこで農林水産省では、1999 年に家畜排せつ物の管理と適正な利用を図るための法律を整

備し運用してきた。さらに、家畜排せつ物の還元に必要な飼料作付地の確保を前提とし、環

境負荷の軽減に取組んでいる酪農経営体を支援するため、環境負荷軽減型酪農経営支援事

業（エコ酪事業）を行っている。エコ酪事業では、飼料畑への家畜排せつ物の適正還元以外

にも、地球温暖化緩和のための対応や生物多様性保全への取組も支援している。具体的には、

堆肥を利用して化学肥料の施用量を削減すること、不耕起栽培や放牧等の実施により化石

燃料の使用を抑え温室効果ガスの放出を低減すること、農薬使用量を削減すること等、９項

目の取組のうち２項目を実践している酪農経営体への支援である。 

我々のコンソーシアムでは、エコ酪事業に参加した農家における実施効果を検証するた

めの評価手法の確立することを目的とした調査事業を行ってきた。評価手法の検討に当た

っては、酪農における環境負荷軽減に造詣の深い学識経験者と持続的生産強化対策事業実

施要領に規定する都道府県協議会等で構成する事業推進委員会を開催し、本調査事業の推

進ならびに成果の取りまとめに対し、助言等を受け実施に当たってきた。なお、都道府県協

議会には、参加農家へのアンケート調査等に協力いただき、酪農家から 600件以上の有効な

データを回収することができたことに感謝の意を表したい。我が国の酪農現場からこのよ

うな多くのデータを得てエコ酪事業の効果を検証できたことは、学識経験者の委員からも

高い評価を得ている。また、国内外から多くの専門家を招き検討会を開催し、貴重な提言を

いただいた。 

本報告書は、農家からのアンケート調査で得られたデータを基に、コンソーシアム構成員

が有する評価手法による検証結果の報告、エコ酪事業参加酪農家事例の紹介と環境負荷低

減に関する文献レビュー、さらに国際検討会の報告など多岐にわたっているが、本書が我が

国酪農の環境保全的取組の推進に寄与することを期待したい。 

 

令和２年３月               

 環境負荷軽減酪農調査コンソーシアム 

（研究代表者）農研機構 畜産研究部門 

酪農研究統括監  

 池田哲也 
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１．事業目的 

我が国酪農は、人が食用にできない牧草等を資源とし、生乳を生産する重要な役割を担うととも

に、国土保全、地域活性化等に寄与している。しかしながら、混住化の進展、国際的な意識の高ま

り等により、酪農の維持・発展に係る環境問題への対策の必要性が拡大している。例えば、我が国

は、OECD の農業環境指標である窒素収支が非常に高く、国産の農畜産物に対する国際的イメ

ージの低下による経済的損失が強く懸念されるが、堆肥等の資源循環促進の取組を一層強化す

ることで、これを大幅に改善できる可能性がある。また、2015 年に採択された「パリ協定」を踏まえ、

我が国では 2016 年に閣議決定された「地球温暖化対策計画」に基づき、2030 年度までに 

2013 年度比で温室効果ガス排出を 26%削減する中期目標の達成に向け、総合的かつ計画的な

排出削減に取り組んでいる。農林水産省では、2017 年に「農林水産省地球温暖化対策計画」を

決定し、地球温暖化防止に向けた取組を推進している。さらに、2007 年に「農林水産省生物多様

性戦略」を策定（2012 年改定）し、生物多様性を重視した持続可能な農林水産業も推進している。 

これらを踏まえて、農林水産省は、家畜排せつ物の還元等に必要な飼料作付面積の確保を前

提として、酪農家が行う環境負荷軽減の取組（資源循環促進、地球温暖化防止、生物多様性保全

等）を支援するための補助事業である環境負荷軽減型酪農経営支援事業（以下、「エコ酪事業」と

いう。）を推進してきた。 

エコ酪事業の実施に際しては、環境負荷の軽減効果を評価するため、成果指標及び成果目標

を設定し、成果実績を測定することが必要である。 

このため、令和元年度環境負荷軽減型酪農経営支援効果調査委託事業においては、エコ酪事

業で支援対象としている環境負荷軽減の各取組について、多様な視点から調査・検証を行い、環

境負荷軽減効果の測定手法を確立することを目的とする。 
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２．推進体制 

委員 

羽賀清典（畜産環境整備機構管理・技術部・参与） 

寳示戸雅之（北里大学獣医学部附属フィールドサイエンスセンター長） 

築城幹典（岩手大学農学部動物科学科・教授） 

板野志郎（新潟大学農学部・准教授） 

中森康介（ホクレン農業協同組合連合会酪農畜産事業本部酪農部生乳受託課・調査役） 

巽 祐介（全国農業協同組合連合会岩手県本部畜産酪農部酪農課・調査役） 

飯塚大智（みやぎの酪農農業協同組合販売課） 

豊田良一（茨城県酪農業協同組合連合会生産指導部生産指導課・調査役）  

久保居章夫（酪農とちぎ農業協同組合指導企画課指導係長） 

普神正史（石川県酪農業協同組合総務部長兼酪農部長） 

藤沢理恵（おかやま酪農業協同組合事業本部生産支援課（兼）津山支所・課長補佐） 

大原貴哉（高知県農業協同組合農畜産部畜産課） 

内田香子（熊本県酪農業協同組合連合会（らくのうマザーズ）生産本部経営支援課） 

環境負荷軽減酪農調査コンソーシアム 

池田哲也（農研機構畜産研究部門・酪農研究統括監） 

森 昭憲（農研機構畜産研究部門草地利用研究領域草地機能ユニット・上級研究員） 

江口定夫（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット

長） 

朝田 景（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・

主任研究員） 

吉川省子（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・

主席研究員） 

池田浩明（農研機構農業環境変動研究センター生物多様性研究領域生物多様性変動ユニッ

ト長）

古賀伸久（農研機構九州沖縄農業研究センター生産環境研究領域土壌肥料グループ長） 

冨家雄一（株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所長） 

矢野弘奈（株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所水域環境グループ・

上級技師） 

農林水産省（オブザーバー） 

今崎裕一（生産局畜産部畜産企画課畜産経営安定対策室経営企画班・課長補佐） 

眞壁七恵（生産局畜産部畜産企画課畜産経営安定対策室経営企画班・畜産専門官） 
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３．事業推進委員会 

１）第 1 回事業推進委員会 

(１) 目的：「令和元年度環境負荷軽減型酪農経営支援効果調査委託事業」を効率的に実施する

ため、学識経験者等の指導・助言を受けながら、実施計画及び達成目標等を確認する。 

(２) 日時：令和元年９月 17 日（火）13:00～15:30 

(３) 場所：農研機構東京連絡室（千代田区霞が関１-２-１、農林水産省南別館６階） 

(４) 出席：別紙１のとおり 

(５) 議事：環境負荷軽減型酪農調査コンソーシアム代表の農研機構畜産研究部門(以下畜産研)

の池田酪農研究統括監から開会挨拶の後、農林水産省生産局畜産部の眞壁畜産専門

官から当該調査事業の目的について挨拶をいただいた。続いて、農業環境変動研究セ

ンター（以下農環研）の江口ユニット長からメニュー①、②、畜産研の森上級研究員から

メニュー③、④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑩、農環研の池田ユニット長からメニュー⑨の評価指標

の策定案について説明がなされた。次に、東京建設コンサルタントの柚木原グループ長

から、アンケートの依頼方法、集計方法、個人情報を含むアンケート調査票の送受信時

のセキュリティー確保について説明がなされた。 

羽賀委員（畜産環境整備機構）から、国内の酪農地帯から発生する堆肥を全て酪農家

の所有する草地飼料畑で使用すると地下水を汚染する。欧州では牛１頭を飼育できる圃

場面積として、１エーカーという単位があるが、濃厚飼料の多くを輸入する日本では、こ

のような考え方には無理がある。メニュー①にあるように、堆肥を酪農地域外に持ち出し

て、耕種農家に使ってもらうことが大切で、本事業で良い結果が得られることを期待する

とのコメントを受けた。寳示戸委員（北里大学）から、日本は狭い国土面積で高度な技術

を用い、国土を犠牲にしてでも、飼料生産に取り組まなければならないのが現状である。

飼料作の余剰窒素は稲作の場合と比べ非常に多いが、窒素施用量の基準値は定めら

れていない。なぜ、日本は窒素施用量の基準値を作らないのか。本調査事業は、東南ア

ジア対しても、リーダーシップを発揮する良い機会であるのコメントを受けた。築城委員

(岩手大学)から、温暖化に対する大学院生の関心は高く、酪農業の適応策と緩和策を今

後どのように展開すべきか、非常に興味を持っている。将来、必ず社会のためになる事

業で、期待しているとのコメントを受けた。板野委員（新潟大学）から、生態系を保全する

観点から、草地で家畜を放牧するのが良いか、舎飼いにするのが良いか尋ねると多くの

人々から放牧するのが良いとの答えが返って来る。日本の酪農業も環境保全的な方向

に進める必要があるというのが一般的な考え方となっている。この調査事業のアンケート

調査で、日本の酪農業をいかにして環境保全型に向かわせるのか、とても興味深く期待

しているとのコメントを受けた。 
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（別紙１） 

第１回事業推進委員会出席者 

 

委員 

羽賀清典（畜産環境整備機構管理・技術部・参与） 

寳示戸雅之（北里大学獣医学部附属フィールドサイエンスセンター長） 

築城幹典（岩手大学農学部動物科学科・教授） 

板野志郎（新潟大学農学部・准教授） 

中森康介（ホクレン農業協同組合連合会酪農畜産事業本部酪農部生乳受託課・調査役） 

巽 祐介（全国農業協同組合連合会岩手県本部畜産酪農部酪農課・調査役） 

飯塚大智（みやぎの酪農農業協同組合販売課） 

豊田良一（茨城県酪農業協同組合連合会生産指導部生産指導課・調査役） 

久保居章夫（酪農とちぎ農業協同組合指導企画課指導係長） 

藤沢理恵（おかやま酪農業協同組合事業本部生産支援課（兼）津山支所・課長補佐） 

内田香子（熊本県酪農業協同組合連合会（らくのうマザーズ）生産本部経営支援課） 

 

環境負荷軽減酪農調査コンソーシアム 

池田哲也（農研機構畜産研究部門・酪農研究統括監） 

森 昭憲（農研機構畜産研究部門草地利用研究領域草地機能ユニット・上級研究員） 

江口定夫（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット長） 

朝田 景（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・主任研

究員） 

吉川省子（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・主席

研究員） 

平野七恵（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・契約

研究員） 

池田浩明（農研機構農業環境変動研究センター生物多様性研究領域生物多様性変動ユニット長） 

古賀伸久（農研機構九州沖縄農業研究センター生産環境研究領域土壌肥料グループ長） 

柚木原裕二（株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所水域環境グループ長） 

矢野弘奈（株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所水域環境グループ・上級技

師） 

石橋理恵（株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所水域環境グループ・技師） 

 

農林水産省（オブザーバー） 

眞壁七恵（生産局畜産部畜産企画課畜産経営安定対策室経営企画班・畜産専門官） 

浅井真康（農林水産政策研究所・主任研究官） 

佐々木宏樹（農林水産政策研究所・主任研究官） 

加川珠輝（東北農政局・畜産環境対策官） 

 

都道府県協議会（オブザーバー） 

奥平真生（全国農業協同組合連合会岩手県本部畜産酪農部酪農課） 

 

都道府県（オブザーバー） 

飯尾 恒（茨城県畜産センター生産技術研究室・技師）  
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２）第２回事業推進委員会 

(1) 目的：「令和元年度環境負荷軽減型酪農経営支援効果調査委託事業」の報告書をとりまとめ

るため、学識経験者等の指導・助言を受けながら、事業成果等の確認を行う。 

(2) 日時：令和２年２月 10 日（月）13:00～15:00 

(3) 場所：農研機構東京連絡室（千代田区霞が関１-２-１、農林水産省南別館６階） 

(4) 出席：別紙２のとおり 

(5) 議事：環境負荷軽減型酪農調査コンソーシアム代表の農研機構畜産研究部門(以下畜産研)

の池田酪農研究統括監から開会挨拶の後、農林水産省生産局畜産部の今崎課長補

佐から将来もエコ酪事業を継続するには、このような調査事業が必要であるとの挨拶を

いただいた。次に、東京建設コンサルタントの冨家所長からアンケートの実施と調査票

の回収が概ね順調に進んでいるが、引き続き回収を継続する旨の説明がなされた。続

いて、農業環境変動研究センター（以下農環研）江口ユニット長からメニュー①、②、農

研機構九州沖縄農業研究センターの古賀グループ長からメニュー③、④、⑦、畜産研

の森上級研究員からメニュー⑤、⑥、⑧、農環研の池田ユニット長からメニュー⑨の評

価指標の計算状況について概略説明がなされた。 

羽賀委員（畜産環境整備機構）から、酪農経営外の農地に対する堆肥搬出量が具体

的な数値で示されており、なるべく堆肥は有効利用して欲しい、地下水を汚さないという

観点から、本事業の取り組みは評価できるとのコメントを受けた。寳示戸委員（北里大学）

から、酪農家の実態調査の重要性は以前からも指摘されているが、本事業では、ほぼ

100%の回収率で全国調査が実施されており、特に、堆肥施用量の値が示された点は評

価できる。草地飼料畑の単位面積当たり温室効果ガスの削減量に加え、放牧のメリット

を示すデータも提示されており、農水省また日本として対外的に説明できる結果が示さ

れた。是非今後の取り組みに繋げて欲しいとのコメントを受けた。築城委員(岩手大学)

から、これまで具体的なデータが存在しなかった酪農家の実態が、貴重な数値データと

して示され、なんとなく良いと言われている飼料生産や放牧の取り組みによる環境負荷

軽減効果が定量化された点は評価できる。最近は、環境大臣のステーキ発言がニュー

スになったが、バイオ肉、昆虫食にも関心が高まりつつあり、畜産業を取り巻く情勢も環

境を重視する方向に向かっていくとのコメントを受けた。今崎課長補佐から、この事業の

データを活用すれば、環境保全型の生乳生産に取り組む酪農家が増えるのではない

か。私達が取り組んできたエコ酪事業の環境保全効果を酪農家の皆様にも伝えていた

だきたいとのコメントを受けた。 
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（別紙２） 

第２回事業推進委員会出席者 

 

委員 

羽賀清典（畜産環境整備機構管理・技術部・参与） 

寳示戸雅之（北里大学獣医学部附属フィールドサイエンスセンター長） 

築城幹典（岩手大学農学部動物科学科・教授） 

中森康介（ホクレン農業協同組合連合会酪農畜産事業本部酪農部生乳受託課・調査役） 

巽 祐介（全国農業協同組合連合会岩手県本部畜産酪農部酪農課・調査役） 

飯塚大智（みやぎの酪農農業協同組合販売課） 

豊田良一（茨城県酪農業協同組合連合会生産指導部生産指導課・調査役） 

久保居章夫（酪農とちぎ農業協同組合指導企画課指導係長） 

普神正史（石川県酪農業協同組合総務部長兼酪農部長） 

藤沢理恵（おかやま酪農業協同組合事業本部生産支援課（兼）津山支所・課長補佐） 

大原貴哉（高知県農業協同組合農畜産部畜産課） 

 

環境負荷軽減酪農調査コンソーシアム 

池田哲也（農研機構畜産研究部門・酪農研究統括監） 

森 昭憲（農研機構畜産研究部門草地利用研究領域草地機能ユニット・上級研究員） 

江口定夫（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット長） 

朝田 景（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・主任研

究員） 

吉川省子（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・主席

研究員） 

平野七恵（農研機構農業環境変動研究センター物質循環研究領域水質影響評価ユニット・契約

研究員） 

池田浩明（農研機構農業環境変動研究センター生物多様性研究領域生物多様性変動ユニット長） 

古賀伸久（農研機構九州沖縄農業研究センター生産環境研究領域土壌肥料グループ長） 

冨家雄一(株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所長) 

石橋理恵(株式会社東京建設コンサルタント環境モニタリング研究所水域環境グループ・技師） 

 

農林水産省（オブザーバー） 

今崎裕一（生産局畜産部畜産企画課畜産経営安定対策室経営企画班・課長補佐） 

眞壁七恵（生産局畜産部畜産企画課畜産経営安定対策室経営企画班・畜産専門官） 
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４．アンケート調査 

 

１）アンケート調査の概要 

環境負荷軽減型酪農経営支援事業による環境負荷低減効果を分析する基礎資料を得るた

め、北海道及び 29県の酪農家を対象にアンケートを実施した。 

 

２）アンケートの実施 

 アンケートのプロセスを以下の図 1に示す。 

 アンケートは令和元年 9月 26 日より順次開始し、調査依頼書、様式を都道府県協議会の

窓口担当者へメールで送付するとともに電話にてアンケートの主旨説明や協力依頼を行っ

た。 

 アンケート配布は 600件を対象に行った。 

 なお、第 1回のアンケートで必要記入箇所が空欄となっているもの、「0（ゼロ）」もしく

は「該当無し」かの判断がつかない場合等、不明な点があるデータが多数存在したため、上

記、不明点があるサンプルを対象に再調査を依頼し、データ収集を行った。 

 

 

図 1 アンケートのプロセス 

調査依頼書、様式の送付

様式受信

電話による着信確認、協力依頼

都道府県別にフォルダに分割

パスワードの解除、保管

様式から一覧表への変換マクロの作成

メニュー別一覧表の作成

CO2削減効果検討等への活用

様式と一覧表の記載事項の比較・修正

再調査依頼書、様式の送付

様式受信
（2/1時点で当初予定件数の96%の

回収率）

電話による着信確認、協力依頼

不
足
デ
ー
タ
、
不
明
点

有
の
場
合※

再調査の実施
（12/6～）

追記内容のチェック

第1回調査の実施（9/26～） ※必須記入項目に対し記載漏れがあっ
た場合、「0（ゼロ）」もしくは「該当
無し」かの判断がつかない場合等、不
明点があるデータを抽出し、再調査を
依頼した。
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様式 
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